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① 地方創生に資するもの

（１） 地方へのひとの流れの創出（地方移住・地方大学の活性化） 

管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

１ 

５ Ｂ 福井市 空き家の利活用における旅

館業法の規制緩和  

 地方への移住促進と空き家の解消を図るため、売

買・賃貸することを前提としている空き家物件への

短期居住については、旅館業法の許可の対象外とす

る。 

 提案内容の事実関係を確認した上、旅館業

法上の手続きが空き家の利活用の妨げとなら

ないように検討されたい。 

 なお、検討に当たっては、利用者及び地域

住民に対する安全性の確保や住環境への影響

等について配慮を要する。 

204 Ｂ 群馬県 

福島県 

新潟県 

都市農村交流等を目的とし

た農家宿泊体験における旅

館業法の適用除外 

都市・農村交流を目的に農村が「地域」で都市住

民等を受け入れて農家に宿泊させる農家民泊の場

合、旅館業法の適用を除外する。 

 都市農村交流を目的とした農家民泊につい

ては、提案団体の提案に沿って、検討を進め

られたい。 

 ただし、旅館業業界に対する影響や衛生管

理上の問題点等についても考慮した上で、構

造基準の適用除外の対象範囲を明確に限定す

る等必要な措置の検討も併せて求める。 

269 Ｂ 兵庫県、 

滋賀県、 

関西広域連

合 

非農林漁業者が農林漁業体

験民宿業を行う場合におい

ても旅館業法施行令及び施

行規則の特例措置が受けら

れるよう適用要件の緩和 

旅館業法においては、特例として、農林漁業者が

農林漁業体験民宿業を行う場合に限り、客室面積が

33 平方メートル未満であっても営業を認めている

が、農林漁業者以外の者が「農山漁村滞在型余暇活

動のための基盤整備の促進に関する法律」に規定す

る農林漁業体験民宿業を行う場合も、この特例措置

が適用されるよう適用要件を緩和すること。 

 提案団体の提案に沿って、検討を進められ

たい。 

 なお、非農林業者への適用条件や衛生管理

の担保などについて熟慮が必要。 
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２ 

６ Ａ 福井市 サービス付き高齢者向け住

宅に関する権限の移譲  

 高齢者の居住の安定確保に関する法律第４条に

基づく、高齢者居住安定確保計画の策定権限につい

て、希望する市町村への移譲を求める。 また、同

計画を定めた市町村に対する登録等の事務も、上記

権限の移譲を前提として、併せて移譲を求める。  

 提案団体の意見を尊重されたい。ただし、

広域的な観点からの調整が必要な介護サービ

スの提供に係る人材確保等について配慮が必

要である。 
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番号 

区

分 
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提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

３ 

24 Ｂ 関西広域連合 

(共同提案) 

京都府、兵庫

県、和歌山

県、鳥取県、

徳島県 

介護保険における住所地特

例の適用対象の拡大 

首都圏に住む出身地にゆかりのある高齢者が、サ

ービス付き高齢者向け住宅に登録された空き家等

へ里帰りする場合に、必須サービス（安否確認・生

活相談）のみの場合も住所地特例制度の対象とする

ことを求める。 

 検討に当たっては、介護費用の負担のあり

方、医療介護体制の見込み、移住者の把握・

管理等における自治体の事務の状況等に十分

留意することが必要と考える。 

188 Ｂ 和歌山県 

兵庫県、 

鳥取県 

介護保険制度における住所

地特例の見直し 

都市部から地方への里帰りや、移住を促進するた

め、介護保険制度における住所地特例制度の適用対

象に、一旦出身地等に住所を定めた後に施設入所や

在宅サービスが必要になった場合も含めるものと

する。 

 検討に当たっては、介護費用の負担のあり

方、医療介護体制の見込み、移住者の把握・

管理等における自治体の事務の状況等に十分

留意することが必要と考える。 

214 Ｂ 鳥取県 介護保険における住所地特

例の適用対象の拡大 

都市部から地方への移住を推進するに当たって

は、介護が必要となった場合に、移住前自治体にお

ける居住期間に応じて介護保険の「住所地特例制

度」の対象とするなど、介護費用を移住前の自治体

が負担する制度的な仕組みを講じること。 

 検討に当たっては、介護費用の負担のあり

方、医療介護体制の見込み、移住者の把握・

管理等における自治体の事務の状況等に十分

留意することが必要と考える。 

315 Ｂ 茨城県 

福島県 

栃木県 

群馬県 

新潟県 

介護保険制度に係る住所地

特例の見直し 

障害者支援施設等の介護保険適用除外施設を退

所し、介護保険施設等に入所した場合に、現行では

当該適用除外施設の所在市町村が保険者となるが、

当該適用除外施設入所前の住所地市町村を保険者

とするよう住所地特例を見直す。 

 適用除外施設の偏在による所在市町村の保

険給付の負担が過度に生じることがないよ

う、実態調査に基づく適切な検討を求める。 
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番号 

区
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（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

４ 

246 Ｂ 兵庫県、新潟

県,鳥取県、

徳島県、関西

広域連合 

地方公共団体が管理・運営を行

う大学附属学校の公立大学法人

への移管 

地方公共団体が設置・運営する大学附属学校に

ついて、当該地方公共団体が設立する公立大学法

人に移管することが可能となるよう、学校教育法

及び地方独立行政法人法を改正すること。 

 意見なし 

247 Ｂ 兵庫県、新潟

県、滋賀県、

京都府、徳島

県、関西広域

連合 

地方公共団体が実施する公立大

学法人の施設整備等について、

法人の資金調達による実施へ移

行させるための長期借入規制の

緩和 

地方公共団体(設立団体)が起債等を充当し実

施している公立大学法人の施設整備について、法

人自らの資金調達による実施へ移行させるため、

法人の長期借入に係る規制を緩和すること。 

 意見なし 
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（２） 子育て支援 

 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

５ 

323 Ａ 指定都市市

長会 

幼保連携型認定こども園以外の

認定こども園の認定に係る権限

の移譲 

幼保連携型認定こども園以外の認定こども園

の認定及び認定申請の受理等の権限を現行の都

道府県から指定都市へ移譲する 

 提案団体の提案の実現に向けて、積極的な

検討を求める。 

６ 

215 Ｂ 鳥取県、中国

地方知事会、

関西広域連

合、日本創生

のための将

来世代応援

知事同盟、滋

賀県、大阪

府、兵庫県、

和歌山県、徳

島県、堺市 

病児保育事業に係る国庫補助の

職員配置に関する要件緩和 

 病児保育事業（病児対応型、病後児対応型）に

ついては、看護師等を利用児童おおむね 10 人に

つき１名以上、保育士を３人につき１名以上配置

することとされているが、次の要件緩和を求め

る。 

 ①保育士１名以上を含む施設職員が複数名配

置されている場合に限り、病院に近接し、又は同

一施設内にある施設にあっては、看護師が常駐し

ていなくても、迅速な対応が可能であれば良いこ

ととする。 

 ②利用児童がいる日に限り、保育士及び看護師

等の資格を有し市町村長が業務遂行能力がある

と認める者に、日当を支払い、従事させることで

も良いこととする。 

 提案団体の提案の実現に向けて、積極的な

検討を求める。 

 なお、利用児童の急変時の対応や保育士及

び看護師等の有資格者の確保について留意す

ること。 
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番号 

区
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団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

７ 

168 

 

Ｂ 瑞穂市 

 

朝・夕の時間帯における保育士

配置定数の緩和 

 26 年の提案に対する対応策として、27 年度の

間は、朝・夕の時間帯で当該保育所において保育

する児童が少数である時間帯に、保育士１人に限

り、当該保育士に代え保育施設における十分な業

務経験を有する者等を配置することもやむを得

ないとの特例が示された。 

 ところが、本市では必ずしも保育する児童が少

数でない施設もあり特例が認められないことも

あることから、28 年度以降の措置について継続

して検討を求めるとともに、現場の状況を踏ま

え、その適用条件等について改めて整理すること

を求める。併せて、代替できる者の定義の明確化

を求める。 

 提案団体の意見を十分に尊重されたい。 

 なお、検討に当たっては、保育の質が確保

されることを前提とすること。 
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（３） 地域経済振興 

 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

８ 

106 Ａ 栃木県 工場立地法における緑地面積率

等に係る地域準則の条例制定権

及び届出等の事務の町村への移

譲 

工場立地法の緑地面積等に係る地域準則の条

例制定権限及び届出等の権限を都道府県から町

村へ移譲する。 

 提案団体の意見を尊重されたい。 

175 Ａ 全国町村会 工場立地法第４条の２の緑地面

積率等に係る地域準則の条例制

定権限等の町村への移譲 

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る

地域準則の条例制定権限等の都道府県から町村

への移譲 

 提案団体の意見を尊重されたい。 

９ 

123 

 

Ａ 松山市 

 

中心市街地活性化法における大

規模小売店舗の立地に係る特例

区域指定権限等の中核市への移

譲 

 現在、都道府県が持っている大規模小売店舗立

地法に関する届出の事務処理と中心市街地の活

性化に関する法律の大規模小売店舗立地法の特

例区域（特例１種、特例２種）の設定に関する事

務処理や権限を県から中核市に移譲してもらい

たい 

 中核市の現状について十分に確認の上、手

挙げ方式による移譲も含め検討すること。な

お、人員確保・体制整備のための十分かつ確

実な財政措置が必要である。 
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 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

10 

62 Ａ 富山県 承認基準のある医薬品製造販売

の地方承認権限の拡大 

 承認基準が定められているが承認権限の地方

委任の対象外となっている一般用医薬品等のう

ち、日本薬局方において規格基準が定められてい

る一般用漢方製剤等について、速やかに地方委任

の対象外となっている扱いの見直しの検討を行

い、承認権限を都道府県に移譲することを提案す

る。 

 意見なし 

120 Ａ 奈良県 医薬品製造販売等の地方承認権

限の範囲拡大 

現在、製造販売承認に関して、漢方製剤、生薬

単味製剤、並びに、生薬のみからなる製剤（承認

基準の制定されたもの）の多くは、国（医薬品医

療機器総合機構）が承認権者となっているが、こ

れを都道府県へ権限移譲していただきたい。 

 意見なし 

11 

174 

 

Ｂ 長野県 

 

市町村農業委員会が農地に該当

しないと判断した土地を除外す

るために行う市町村の農用地利

用計画の変更に係る都道府県知

事の同意義務付け等の廃止 

農振法施行令第 10 条に定める軽微な変更に、

森林・原野化して市町村農業委員会が農地法第２

条第１項に規定する農地に該当しないと判断し

た土地を除外するために行う農用地区域の変更

を加えることにより、速やかに農用地区域から除

外することができるようにする。 

 農地の有効活用と中山間地域の活性化の両

立が図られるよう、検討すること。 
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 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

12 

141 

 

Ｂ 岐阜県 

 

都市公園における運動施設の敷

地面積に関する規制緩和 

都市公園法施行令第８条の基準について、法第

４条と同様に参酌基準とすることを求める 

 提案団体の意見を尊重されたい。 

 

 

（４） 人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化 

 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

13 

56 Ｂ 埼玉県 公営住宅建替事業の施行要件の

緩和 

公営住宅の建替えに伴う団地の集約化や廃止

を計画的かつ円滑に行うため、公営住宅法第 2

条第 15 号の「現地要件」を緩和し、非現地で法

定建替事業が行えるよう法改正を行うこと。 

 提案団体の提案の実現に向けて、積極的な

検討を求める。 

14 

191 Ｂ 宇都宮市 近隣水道事業者との受給水に係

る認可変更手続きの簡素化 

給水区域及び給水人口を変更する場合，事業変

更の届出において，給水人口及び給水量を記載す

ることとなっているが，小規模な給水区域の変更

に限り，「給水人口及び給水量の算出根拠」の提

出省略，または，「水道事業等の認可の手引き」

において，前回の水需要予測の結果を用いること

のできるケースとして，「小規模な給水区域の変

更」の明文化を求めるもの 

 厚生労働省からの回答が「対応可能」とな

っているが、事実関係について提案団体との

間で十分確認を行ない、提案の実現に向けて

積極的な検討を求める。 
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② これまでの地方分権改革の取組を加速・強化するもの 

 

 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

15 

10 Ｂ 関西広域連合 

(共同提案) 

滋賀県、京都

府、大阪府、

兵庫県、和歌

山県、鳥取

県、徳島県 

国土利用計画法に基づく土地利

用基本計画策定の見直し 

国土利用計画法に基づく府県の土地利用基本

計画について、策定義務や策定に係る国への事前

協議を見直すことを求める。 

 意見なし 

110 Ｂ 栃木県 都道府県の土地利用基本計画の

変更に係る国土交通大臣への協

議の事後報告への変更 

国土利用計画法に基づき都道府県が土地利用

計画（計画図）を変更する際に義務付けられてい

る国土交通大臣への協議を廃止し、事後報告へ変

更する。 

 意見なし 

213 Ｂ 広島県 土地利用基本計画の策定・変更

に係る国土交通大臣への協議の

意見聴取への変更 

国土利用計画法に基づき，都道府県が土地利用

基本計画を策定・変更する際に義務付けられてい

る国土交通大臣への協議を廃止し，意見聴取へ変

更する。 

 意見なし 
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 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

16 

94 Ｂ 九州地方知

事会 

社会福祉法第７条第１項の規定

による地方社会福祉審議会の調

査審議事項の見直し 

地方社会福祉審議会の調査審議事項（社会福祉

法第７条第１項）については、「精神障害者福祉

に関する事項」が除かれており、同事項を含めた

障害者福祉に関する事項全般を調査審議するこ

とができないため、地域の実情に応じて調査審議

事項を決定できるよう、規定の見直しを行うこ

と。 

 提案団体の意見を十分に尊重されたい。 

95 Ｂ 九州地方知

事会 

社会福祉法第１１条第１項の規

定による地方社会福祉審議会に

係る専門分科会の設置の弾力化 

地域社会福祉審議会には「身体障害者福祉専門

分科会」が必置（社会福祉法第１１条第１項）と

なっており、精神障害福祉を含めた障害者福祉全

体に関する事項を調査審議するための専門分科

会等が設置できないため、設置の弾力化を図り、

地域の実情に応じた専門分科会の設置が可能と

なるよう、規定の見直しを行うこと。 

 提案団体の意見を十分に尊重されたい。 
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17 

96 Ａ 九州地方知

事会 

医療法第７条第３項の規定によ

る診療所の病床設置等に係る都

道府県知事の許可を指定都市の

市長へ移譲 

医療法第７条第１項の規定による病院の開設

許可等については、平成 27 年度から指定都市の

市長の権限に移譲済み。一方、同条第３項の規定

による診療所の病床設置等の許可等については、

未移譲。 

 医療計画に基づき病床を管理する上で、病院と

診療所の取扱いを区分する理由は見当たらず、診

療所についても指定都市の市長に権限を移譲す

ること。 

 提案団体の意見を十分に尊重されたい。な

お、周辺地域への影響について留意すること。 

134 Ａ 指定都市市

長会 

診療所の病床設置に係る許可権

限等の都道府県から指定都市へ

の移譲 

現在、都道府県のみが行うこととされている、

診療所への病床の設置許可及び病床数や病床種

別等の変更許可について、所在地が指定都市であ

る場合は当該指定都市が行うこととする。 

また，医療法施行令第３条の３に基づく診療所の

病床設置の届出に関する事務についても同様に，

所在地が指定都市である場合は当該指定都市が

行うこととする。 

 提案団体の意見を十分に尊重されたい。な

お、周辺地域への影響について留意すること。 

306 Ａ 神戸市 診療所の病床設置等に係る許可

権限の都道府県から指定都市へ

の移譲 

現在、都道府県のみが行うこととされている、

診療所への病床の設置許可及び病床数や病床種

別等の変更許可について、所在地が指定都市であ

る場合は当該指定都市が行うこととする。 

 提案団体の意見を十分に尊重されたい。な

お、周辺地域への影響について留意すること。 
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18 

45 Ａ さいたま

市 

 

介護支援専門員業務に係

る指導監査事務の都道府

県から指定都市・中核市

への移譲 

現在都道府県で行っている介護

支援専門員の業務に係る指導監査

事務を、指定都市及び中核市に移譲

し、指定居宅介護支援事業所に係る

指導監査と一体的に行うことがで

きるようにするもの。 

 政令指定都市については、提案団体の意見を十分に尊重されたい。 

なお、中核市への移譲については、手挙げ方式による移譲も含め

検討すること。 

また、移譲にあたっては、人員確保・体制整備のための十分かつ

確実な財政措置が必要である。 

 当該事務・権限の移譲の検討にあたっては、政令指定都市から下

記のとおり整理すべき事項が挙げられたことを申し添える。 

＜整理すべき事項等＞ 

・当該事務・権限の移譲により、指導・監査の主体の数が増えるこ

とから、取扱いに差が生じる恐れがある。ついては、国において統

一的な取扱指針・マニュアル・Ｑ＆Ａ等を充実させる必要がある。 

・現在の制度のままでは、指導・監査の権限が移譲されたとしても

登録地以外の事業所に就業する介護支援専門員には、指導・監督の

権限が及ばないため、新たな仕組みを考える必要がある。 

・当該事務・権限の移譲に当たっては、平成２７年度の介護保険法

の改正の効果も踏まえ、移譲の時期等の検討を進めるべきである。 

・指導監査事務の権限を政令市・中核市に移譲する場合は、他の政

令市・中核市、都道府県との情報共有を密にするシステムの構築が

必要である。 

・厚労省の見解では、介護保険法第８３条により、既に市町村長に

介護支援専門員に対する指導権限が付与されているとする。しかし、

市町村長が必要な指示を行い、これに介護支援専門員が違反する場

合、同法６９条の３９の介護支援専門員の登録削除の規定が適用さ

れないため、市町村長の指導監査の実効性を担保するためには、新

たな仕組みが必要となる。 
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19 

233 Ｂ 徳島県 

滋賀県 

兵庫県 

和歌山県 

鳥取県 

香川県 

愛媛県 

高知県 

訪問看護ステーションの開業要

件の緩和 

訪問看護ステーション開業要件である看護師

等の配置基準（現状では常勤換算２．５人）を過

疎地域において緩和する。 

 サービス提供に支障がないよう留意しつ

つ、提案の実現に向けて検討すること。 

 なお、現行制度においても過疎地域におけ

る常勤換算 2.5 人の人員基準を緩和すること

が可能ということであるが、事実関係につい

て提案団体との間で十分に確認を行うべきで

ある。 

20 

58 Ｂ 埼玉県 保健所長の医師資格要件の特例

の期間延長 

現行制度では、医師以外の者を所長に充てる場合

は、２年以内の期間（やむを得ない理由があれば２

年の延長可）に限られているが、その期間をさらに

延長し、最大 10 年間、医師以外の者でも保健所長

になれるよう規制を緩和すること。 

 提案団体の意見を十分に尊重されたい。 

 なお、全国的に公衆衛生医師の確保が困難

な状況であり、国においては公衆衛生医師の

確保・育成に係る抜本的な取組を図られたい。 

21 

281 Ｂ 兵庫県、和歌

山県、鳥取

県、徳島県、

関西広域連

合 

化学的酸素要求量、窒素含有量及

びりん含有量に係る総量削減計

画の環境大臣への協議及び同意

の緩和 

 都道府県が水質汚濁物質の総量削減計画を策定

する際には、環境大臣への同意付き協議が必要とさ

れているが、総量削減計画における削減目標量に変

更がない場合は、同意付き協議を不要とする。 

 意見なし 
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22 

132 

 

Ｂ 東京都 

 

災害時における放置車両の移動

権限の付与等 

大規模災害発生時における救出救助をはじめ

とした災害対策活動の展開に必要となる緊急輸

送ルートを円滑かつ迅速に確保するため、災害対

策基本法の改正など法令の整備により、臨港道路

の管理者に対しても、自ら立ち往生車両や放置車

両の移動等を可能にし、やむを得ない限度での破

損を容認するとともに、併せて損失補償を規定す

るといった放置車両等の移動等に関する権限を

付与するなど、放置車両対策の強化に係る所要の

措置を講じること。 

 提案団体の提案の実現に向けて、積極的な

検討を求める。 

 

 

③ 住民サービスの向上や適切な実施に直結するもので、部会での法的な視点から専門的な調査・審議に馴染むもの 

 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

23 

72 Ｂ 島根県 

中国地方知

事会 

法定予防接種の保護者同意要件

の緩和 

法定予防接種の保護者同意要件について、児童

相談所一時保護児童、施設入所児童等で保護者と

連絡が取れない児童については、児童相談所長、

施設長等の同意で可能とすること。 

 実情を踏まえて、十分に検討すること。 

225  京都府 

関西広域連

合、滋賀県、

大阪府、兵庫

県、和歌山

県、鳥取県、

徳島県 

法定予防接種の保護者同意要件

の緩和 

法定予防接種の保護者同意要件について、施設

入所児童等で保護者と連絡が取れない児童につ

いては、施設長等の同意で可能とすることを求め

る。 

 実情を踏まえて、十分に検討すること。 
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24 

87 Ｂ 九州地方知

事会 

漁業近代化資金融通法における

国による関与の廃止又は簡素化 

ニ重行政化を避ける為、漁業近代化資金融通法

で規定する融資限度額を超える場合の国の承認

について、「承認」の手続を「廃止」若しくは「届

出」等に簡素化すること、又は漁業近代化資金融

通法で規定する融資限度額を引き上げること（い

ずれも国の承認手続き省略に繋がるもの。）。 

 意見なし 

90 Ｂ 九州地方知

事会 

特定大臣許可漁業等の取締りに

関する省令に基づく届出漁業に

係る提出書類の簡素化 

特定大臣許可漁業等の取締りに関する省令に

基づく届出漁業について、進達事務の効率化と漁

業者の負担軽減を図るため、農林水産大臣に対し

一覧表方式により届出・報告が行えるよう見直し

を行うとともに届出に係る添付書類のうち、漁船

原簿謄本を不要とするよう措置すること。 

 意見なし 

217 Ｂ 鳥取県、京都

府、大阪府、

兵庫県、和歌

山県、徳島県 

漁業調整規則の制定に係る農林

水産大臣の認可の廃止 

漁業法及び水産資源保護法に基づき各都道府

県が定めている漁業調整規則において、他県にま

たがらない一県で完結する河川等における内水

面漁業調整規則の改正は、各県の実情を踏まえた

柔軟な対応ができるよう農林水産大臣の認可を

不要とし、届出とすること。 

 意見なし 
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25 

80 Ｂ 豊田市 生活保護受給世帯に対する代理

納付事由の対象拡大 

生活保護法第３７条の２（保護方法の特例）に

おいて、「保護実施機関は、保護の目的を達成す

るために必要があるときは、（中略）被保護者が

支払うべき費用であって政令で定めるものの額

に相当する金銭について、被保護者に代わり、政

令で定める者に支払うことができる。」という規

定を置き、代理納付事由を政令（生活保護法施行

令第３条）に定めているが、その列挙事由を追記

する。 

 厚生労働省からの回答が「現行制度におい

て実現可能」となっているが、事実関係につ

いて提案団体との間で十分確認を行うべきで

ある。 

 なお、代理納付を可能とする項目について

は、実務上の負担とならないよう検討する必

要がある。 

180 Ｂ 京都市 生活保護適正化に係る実施機関

の調査権限の強化 

 実施機関の調査に対する回答義務について，現

行法上は官公庁等に限られているが，不正受給事

案の早期発見や生活保護制度のより適正な運営

を可能とするためには民間事業者の協力が必要

不可欠であるため，金融機関や就労先等の民間事

業者にも拡大することを求める。 

 提案団体の提案の実現に向けて、積極的な

検討を求める。 

 なお、調査権の拡大が実態を伴ったものと

なるよう、全国銀行協会等の関係機関との調

整について配慮することについても検討すべ

きである。 

301 Ｂ 千葉市 生活保護法に基づく費用返還請

求権及び費用徴収権の破産法上

における非免責債権化等 

 生活保護法第６３条に基づく費用返還請求権

及び同法第７８条に基づく費用徴収権を、破産法

第２５３条において非免責債権として明記する

か、若しくは破産法第１６３条第３項に規定する

偏頗行為の否認の例外として明記するなどの改

正を求める。 

 生活保護法第６３条及び第７８条に基づく

債権の非免責債権化等について十分に検討す

ること。 
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26 

226 Ｂ 京都府 

兵庫県、和歌

山県、鳥取

県、徳島県 

一部入居者の公営住宅の収入申

告において職権認定を可能とす

る 

公営住宅法第 16 条第 1項により、家賃の決定

は入居者の収入申告が前提とされているが、生活

保護受給者等については、申告がなくても事業主

体による職権認定を可能とし、申告忘れ等によ

り、近傍同種家賃が設定され、滞納に陥ることを

防止する。 

 提案団体の提案の実現に向けて、積極的な

検討を求める。 

227 Ｂ 京都府 

関西広域連

合、滋賀県、

兵庫県、和歌

山県、鳥取

県、徳島県 

一部入居者の公営住宅の収入申

告において代理申告を可能とす

る 

 公営住宅法第 16 条第１項において、公営住宅

の入居者全員について収入申告が義務づけられ

ているが、今後急増すると思われる単身の認知症

疾患者について、本人からの申告によらず、市町

村長等による代理申告が可能となるよう、制度改

正を提案する。 

 提案団体の提案の実現に向けて、積極的な

検討を求める。 
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27 

64 Ｂ 富山県 LP ガス新型バルクローリに係

る高圧ガス保安法上の許可を受

ける義務の廃止 

 LP ガス新型バルクローリについて、民生用は液石

法の充てん設備の許可を受け、工業用は高圧ガス保

安法（高圧法）の移動式製造設備の許可を受けて使

用されているが、適用される技術基準は同等であ

り、一部の規定は液石法が優先して適用されること

から、高圧法の許可を不要とする。 

 具体的には、新型バルクローリについて液石法の

許可を受ければ、高圧法の許可を受けたものとみな

す規定を液石法又は高圧法に規定する制度改正を

提案する。 

 提案の趣旨について、十分に検討するこ

と。 

65 Ｂ 富山県 高圧ガス保安法におけるコール

ドエバポレータに係る第二種貯

蔵所届出義務の廃止 

 高圧ガス保安法の「第二種製造者」として届け出

た「一定規模のコールドエバポレータ」については、

同法の「第二種貯蔵所」としての届出は不要とする。 

 具体的には、帳簿の記載・保存義務を第二種製造

者に課すとともに、コールドエバポレータについて

第二種製造者の届出をもって第二種貯蔵所の届出

とみなす規定を高圧ガス保安法に規定することを

提案する。 

 提案の趣旨について、十分に検討するこ

と。 

28 

76 Ｂ 郡山市 

太子町 

田川市 

特定計量器（質量計）定期検査

の規制緩和 

特定計量器（質量計）定期検査周期（2年に１回）

の規制緩和について 

 特定計量器の精度維持に資するよう、検

討すること。 

161 Ｂ 岐阜市 特級基準分銅の検査証印有効期

間の延長 

基準器検査規則第 21 条の二のハにより、有効期

間が 3年に定められているが、一級基準分銅の有効

期間と同様、5年と緩和していただきたい。 

 提案の趣旨を踏まえ、負担軽減について

検討を行うこと。 
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④ 昨年度、専門部会で重点事項として審議した事項のうち、昨年の対応方針で 27 年度の検討事項とされているもの、及び本年の提

案で内容が充実され、議論を深める必要があるもの 

（１）平成 27 年案件 

 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

29 

81 Ｂ 豊田市 

 

松山市 

 

公営住宅の明渡し請求に係る収

入基準の条例委任 

入居収入基準を超える高額の収入として定め

られている（令第９条第１項）収入基準を、事業

主体が条例で定めるように改正。  

 提案団体の提案の実現に向け、地域の実情

に応じた収入基準の設定などについて積極的

な検討を求める。 

 

（２）平成 26 年案件（27 年にも提案があったもの） 

 管理

番号 

区

分 
団体名 

提案事項 

（事項名） 
求める措置の具体的内容 全国市長会意見 

30 

52 Ａ 埼玉県 創業支援に関する事務・権限の

都道府県への移譲 

経済産業局等が行っている創業支援に関する

事務・権限を都道府県へ移譲し、集中させること。 

 意見なし 

313 Ａ 香川県 

徳島県 

創業支援事業計画の認定権限の

都道府県への移譲 

 創業から創業後のフォローアップまで一貫し

た支援を、地方が、地域の実情に応じて、主体的・

効果的に行えるよう次のとおり提案する。 

① 創業支援事業計画の認定権限の都道府県へ

の移譲 

② 創業・第二創業促進補助金に係る権限及び交

付事務に係る財源を都道府県へ移譲 

 意見なし 
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◎全国市長会提案（管理番号 243） 

区

分 

提案事項 

（事項名） 

求める措置の 

具体的内容 
関係府省１次回答 

Ｂ 火災信号及び

津波警報標識

におけるサイ

レン吹鳴パタ

ーンの重複の

解消 

消防法施行規則で定め

る火災信号のうち「近火

信号」及び「出場信号」

のサイレン音の吹鳴パ

ターンと、予報警報標識

規則で定める津波警報

標識の「大津波警報」及

び「津波警報」の吹鳴パ

ターンが重複している

ことで、災害発生時にお

ける消防団員や住民等

の適切な避難行動に混

乱を来す懸念があるた

め、吹鳴パターンの重複

解消に向けた見直しを

提案する。 

【総務省】消防信号は、消防法第 18 条第 2 項に「何人も、みだりに総務省令で定める消防信号又はこれに類

似する信号を使用してはならない。」と定められているところ（昭和 23 年制定）。具体的な信号パターンにつ

いては、消防法に基づき、消防法施行規則第 34 条別表 1 の 3 に定めている（昭和 36 年制定）。 

 昭和 51 年に気象庁が定めた津波警報標識（気象業務法施行規則第 13 条第 2 項に基づく告示）は、消防の近

火信号、出場信号に類似しているものがあるが、津波警報等を住民に知らせるＪアラートにおいては、サイレ

ン音に加えて、津波である旨のメッセージ等を流すことで、危険性を伝達するとともに区別がつくようにして

いるとのことであり、現在の信号の使用に関し、混乱を来すことはないものと思料。 

 消防庁としては、津波警報等の発令時には火災発生時と同様に国民に対し、危険を伝達する必要があると認

識しており、現在の信号にメッセージを付加することによる対応が適当であると考える。 

【国土交通省】 津波警報等をサイレンでお伝えするのは、津波による災害の発生が予想される時に、その事実を

いち早く広く住民に知らせるために使用するものである。 

 現状においては、津波警報等の伝達の際には、予報警報標識規則に定められた標識（サイレン音等）と併せ、テ

レビ・ラジオ、緊急速報メール等の様々な手段で情報伝達が行われており、市町村においても、防災行政無線のほ

か広報車の巡回やケーブルテレビ等を用いて可能な限り多くの手段で周知の措置が図られているところである。さ

らに、Ｊアラートでは、サイレン音だけでなく「大津波警報が発表されました」等のメッセージを流すことも可能

である。 

 以上のことから、現在のサイレン音等を引き続き使用しても混乱を来すとは考えていない。 

全国市長会意見 

サイレン吹鳴後の音声メッセージについては、風向き、天候、地形、周辺の状況によって聞き取りにくいことがある。さらに、テレビ、ラジオも視聴困難

な場所にいた場合、判断基準はサイレン音のみとなることから、サイレン音のパターンが重複していることにより、住民や消防団に混乱が生じる恐れがある。 

 実際に、自治体によっては、サイレン後の音声メッセージが建物に反響することなどにより、住民が内容を聞き取ることができなかったとの苦情が発生し

ている。 

 住民や消防団員等の迅速な避難行動や避難行動支援の着手、また住民へのサイレン音の周知を徹底するためにも、吹鳴パターンの重複解消を図られたい。 

 


